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総医療費の推移 
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保険料調定額と収納額（現年度分）

（単位：千円）

年　度 合計調定額 合計収納額 一般調定額 一般収納額 退職調定額 退職収納額

24 4,350,340 3,640,696 3,983,774 3,296,027 366,566 344,669

25 4,116,120 3,463,353 3,780,434 3,149,907 335,686 313,446

26 3,780,064 3,198,707 3,489,432 2,929,542 290,632 269,165

27 3,525,915 3,012,922 3,327,050 2,829,161 198,865 183,761

28 3,466,201 2,983,792 3,336,067 2,863,833 130,134 119,959

29 3,206,913 2,853,018 3,143,085 2,793,819 63,828 59,199

30 2,923,573 2,682,114 2,905,511 2,665,208 18,062 16,906

元 2,795,639 2,595,145 2,792,624 2,592,196 3,015 2,949

2 2,687,028 2,491,371 2,687,025 2,491,368 3 3

※月決算集計表＜年度料税合算＞より （居不調定除く） （還付未済除く）

※２年度は予算の数値

収納率の状況（現年度分）
（単位：％）

年　度 合　計 一　般 退　職

24 83.69 82.74 94.03

25 84.14 83.32 93.37

26 84.62 83.95 92.61

27 85.45 85.04 92.40

28 86.08 85.84 92.18

29 88.96 88.89 92.75

30 91.74 91.73 93.60

元 92.83 92.82 97.83

2 92.72 92.72 100.00

※２年度は予算の数値

・保険料の確保は国保の安定的運営の根幹であることから、収納率の向上対策を最優先課題とし
て取り組んでいる。
・令和元年度は前年度と比較し調定額・収納額ともに減少しているものの、収納額の減少幅が小さ
かったため、収納率は1.09ポイント上回る結果となった。
・収納を取り巻く環境は厳しい状況だが、保険料収入の確保は最重要課題であり、滞納処分を強
化して収納率の向上を目指す。
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世帯数及び被保険者数の推移 

 

世帯数及び被保険者数の推移（年度平均）

一般 退職 合計

24 30,163 44,566 2,614 47,180

25 29,328 42,908 2,490 45,398

26 28,663 41,540 2,192 43,732

27 27,996 40,356 1,782 42,138

28 26,979 38,822 1,146 39,968

29 25,778 37,011 572 37,583

30 24,824 35,528 201 35,729

元 24,096 34,179 33 34,212

2 23,375 32,735 0 32,735

※２年度は予算の数値

(単位：世帯、人）

年度 世帯数
被保険者数

30,163 29,328 28,663 27,996 26,979 
25,778 24,824 24,096 23,375 

47,180 
45,398 

43,732 
42,138 

39,968 

37,583 
35,729 34,212 

32,735 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

24 25 26 27 28 29 30 元 2

年 度

世帯数及び被保険者数の推移

一般
退職
世帯数

単位：世帯、人



4 
 

 



5 
 

 



6 
 

 
 

 

 

 

 

事業名 事業内容 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年予算 備考

事務費 事務費

645 624

454 464 461 523

インフルエンザ接種

6,255人
肺炎球菌接種

2,171人

インフルエンザ接種

6,456人
肺炎球菌接種

2,035人

インフルエンザ接種

7,102人
肺炎球菌接種

756人

インフルエンザ接種

7,276人
肺炎球菌接種

1,493人

20,019 19,838 16,351 19,553

特定健康診査：7,121人
特定保健指導：299人

特定健康診：6,917人
特定保健指導：429人

特定健康診査：6,605人
特定保健指導：348人

特定健康診査：7,943人
特定保健指導：591人

71,872 73,593 73,342 85,624

・エイズ予防講座　高校
と関係職種を対象に講演
（健康推進課と連携）
・子と親の性の辞典作成

・エイズ予防講座　高校
と関係職種を対象に講演
（健康推進課と連携）
・リーフレット作成

・高校生ライフデザイン
講座（健康推進課と連
携）
・エイズ予防啓発リーフ
レットの作成及び配布

・高校生ライフデザイン
講座（健康推進課と連
携）
・エイズ予防啓発リーフ
レットの作成及び配布

1,577 1,166 920 1,195

・年6回通知（2カ月分）
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品差額通知
年3回通知（1ヵ月分）

・年6回通知（2カ月分）
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品差額通知
年3回通知（1ヵ月分）

・年6回通知（2カ月分）
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品差額通知
年1回通知（1ヵ月分）

・年6回通知（2カ月分）
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品差額通知
年1回通知（1ヵ月分）

6,580 6,552 6,413 6,742

26,756 28,007 26,518 36,123

アプリ利用者数：597人
特典応募者数　：10人

18歳以上70歳未満:500人

131 143

事業費合計（千円） 127,903 130,244 124,136 149,903

令和元年
度より開
始

8 健康ポイント事業

健康推進課が実施する
釧路市健康ポイント事
業の国民健康保険特別
会計負担分。
くしろ健康おうえんア
プリを活用し、市民の
健康づくりの取組に対
しポイントを付与す
る。1,000ポイント達
成により抽選で特典を
進呈する。

健康づくり推進事業 健康づくり事業費
令和元年
度見直し

2

保健事業の年度別状況

胃がん・
骨粗検診
料一部助
成はH21年
度で廃止

（単位：千円）

予防接種事業

高齢者のインフルエン
ザ及び肺炎球菌の予防
や重症化の防止のた
め、予防接種の助成を
行う

肺炎球菌
予防接種
は、H26年
度から開
始

10月6日(日)

自己血糖測定・血管年齢
測定コーナー

自己血糖測定・結果説明
メタボリ先生（血管年齢
チェック）

3

1

H20年度か
ら開始

5
エイズ予防に関する
知識の普及啓発

高校生と関係職種を対
象にエイズ予防講座の
実施（健康推進課と連
携）

くしろ健康まつり
（共催）

全市民を対象に、健康
アドバイスコーナー、
展示コーナー、各種検
診コーナー等で健康ま
つりを開催（1日開
催）

10月21日(日)

自己血糖測定・血管年齢
測定コーナー

自己血糖測定・結果説明
ボディーチェッカー（血
管年齢チェック）

10月19日(日)

自己血糖測定・血管年齢
測定コーナー

自己血糖測定・結果説明
メタボリ先生（血管年齢
チェック）

・特定健診のｵﾌﾟｼｮﾝ
腹部超音波検査
：1,660人
脳検査：827人
脳脊髄検査：503人

・歯科検診の一部助成
:41人

7
各種健康診査等助成
費

・特定健康診査のオプ
ション（腹部超音波検
査、脳検査、脳脊髄検
査）
・歯科検診助成事業

・特定健診のｵﾌﾟｼｮﾝ
腹部超音波検査
：1,621人
脳検査：822人
脳脊髄検査：444人

・歯科検診の一部助成
:48人

10月18日(日)

自己血糖測定・血管年齢
測定コーナー

自己血糖測定・結果説明
メタボリ先生（血管年齢
チェック）

・特定健診のｵﾌﾟｼｮﾝ
腹部超音波検査
:1,506人
脳検査：872人
脳脊髄検査：436人

・歯科検診の一部助成
:38人

・特定健診のｵﾌﾟｼｮﾝ
腹部超音波検査
：2,000人
脳検査：1,000人
脳脊髄検査： 550人

・歯科検診の一部助成
:50人

6 医療費通知
医療費の通知やジェネ
リック医薬品に切り替
えた際の差額の通知

4
特定健康診査・特定
保健指導

特定健康診査によりメ
タボリックシンドロー
ムの該当者及び予備群
を抽出し、保健指導を
実施
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特定健康診査受診率の推移

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２

釧路市 17.5% 18.8% 22.7% 26.9% 27.8% 27.9% 27.1% 38.0%

全　道 24.7% 26.1% 27.1% 27.6% 28.1% 29.5%

全　国 34.3% 35.4% 36.3% 36.6% 37.2%

※Ｈ30までは法定報告値、R元はR2.6月末現在、R２は第2期保健事業実施計画目標値

※対象者：40歳以上の国民健康保険被保険者

特定保健指導実施率の推移

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２

釧路市 30.9% 30.5% 34.7% 49.8% 59.9% 83.5% 57.5% 55.5%

全道 28.6% 29.1% 30.9% 33.6% 33.5% 34.8%

全国 22.5% 23.0% 23.6% 24.7% 25.6%

※Ｈ30までは法定報告値、R元はR2.6月末現在、R２は第2期保健事業実施計画目標値

※対象者：特定健診受診者のうち、特定保健指導対象者
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後発医薬品（ジェネリック医薬品）数量シェアの推移

年月
Ｒ元年

5月

Ｒ元年

6月

Ｒ元年

7月

Ｒ元年

8月

Ｒ元年

9月

Ｒ元年

10月

Ｒ元年

11月

Ｒ元年

12月

Ｒ２年

1月

Ｒ２年

2月

Ｒ２年

3月

Ｒ２年

4月
年間

釧路市 84.4% 84.7% 84.7% 84.3% 85.1% 85.2% 85.7% 85.7% 86.2% 86.0% 86.2% 86.4% 85.4%

全道平均 78.4% 78.5% 78.7% 78.8% 79.1% 79.4% 80.0% 80.2% 80.5% 80.6% 81.0% 81.0% 79.7%

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

Ｒ元年

5月
Ｒ元年

6月
Ｒ元年

7月
Ｒ元年

8月
Ｒ元年

9月
Ｒ元年

10月
Ｒ元年

11月
Ｒ元年

12月
Ｒ２年

1月
Ｒ２年

2月
Ｒ２年

3月
Ｒ２年

4月

後発医薬品（ジェネリック医薬品）数量シェアの推移

釧路市

全道

国の目標数値 ８０％
※R2年9月までに

単位：％

（後発医薬品の使用割合）

後発医薬品の数量

使用割合＝ ×１００

（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
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国民健康保険事業の運営に関する協議会（運営協議会）について 

 

運営協議会の仕組み 

 運営協議会には、次のそれぞれの代表が同数ずつ参加します。 

  

１ 被保険者を代表する委員 

 ２ 保険医または保険薬剤師を代表する委員 

 ３ 公益を代表する委員 

  

なお、昭和５９年の改正により退職者医療制度が創設されたことに伴い、退職者医療制度の運営に関し

拠出者側の意向を反映するため、被用者保険等保険者を代表する委員を加えて組織することができるこ

とになっています。これまでは、国の通知（昭和６０年１月２３日付）により「概ね退職被保険者及びそ

の扶養者の数が１，５００人以上でかつその被保険者全員の数に占める割合が３％以上」の基準を超え

る場合には、被用者保険の代表委員を加えることとされてきました。現在、釧路市においては退職被保険

者及び扶養者の数や割合は基準を下回っていますが、新たな国の通知（平成２８年８月４日付事務連絡）

にて昭和６０年１月２３日付の通知の廃止と、被用者保険等保険者の意向が反映されるよう積極的な取

り組みがなされるよう依頼があったことから、意向の反映が必要だと判断し引き続き委員構成に加えて

います。 

また、委員のうち公益代表は、中立的な立場の人、特定の団体の利益を代表するおそれのない人であっ

て、いわゆる学識経験者ということになります。 

 委員は、特別職の地方公務員（市町村職員）であって、非常勤とされ、市町村長が任命することになっ

ており、その任命に当たって、議会の同意等は必要ありません。しかし、地方公務員であるため、人事委

員会委員、公平委員会委員との兼務は禁じられておりますが、市町村議会の議員との兼職は差し支えあ

りません。 

 委員の任期は３年で、欠員により補欠に任命された委員の任期は、前任者の残りの期間とされていま

す。 

 運営協議会には、会長と、会長に事故があるときに会長の代行をする会長代理（釧路市の場合は副会長

としています。）が置かれ、これは、公益を代表する委員の中から、全委員の選挙によって選任されます。 
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釧路市国民健康保険事業の運営に関する協議会に関係する規定 

 

地方自治法抜粋 

   第七款 附属機関 

第二百二条の三 普通地方公共団体の執行機関の附属機関は、法律若しくはこれに基く政令又は条例の

定めるところにより、その担任する事項について調停、審査、審議又は調査等を行う機関とする。 

② 附属機関を組織する委員その他の構成員は、非常勤とする。 

③ 附属機関の庶務は、法律又はこれに基く政令に特別の定があるものを除く外、その属する執行機関

において掌るものとする。 

 

国民健康保険法抜粋 

 （国民健康保険事業の運営に関する協議会） 

第十一条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県が処理する

こととされている事務に係るものであつて、第七十五条の七第一項の規定による国民健康保険事業費納

付金の徴収、第八十二条の二第一項の規定による都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事

項に限る。）を審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 

2 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理することとされ

ている事務に係るものであつて、第四章の規定による保険給付、第七十六条第一項の規定による保険料

の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関す

る協議会を置く。 

3 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する事項（第一

項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務

に係るものに限り、前項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより市町村が処理するこ

ととされている事務に係るものに限る。）を審議することができる。 

4 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要な事項は、政令で定め

る。 

 

国民健康保険法施行令抜粋 

 （国民健康保険事業の運営に関する協議会の組織） 

第三条 法第十一条第一項に定める協議会（第五項において「都道府県協議会」という。）は、被保険者

を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員、公益を代表する委員及び被用者保険等保険者

（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号。以下「高齢者医療確保法」という。）

第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下この条において同じ。）を代表する委員をもつ

て組織する。 

2 前項の委員のうち、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員及び公益を代表

する委員の数は各同数とし、被用者保険等保険者を代表する委員の数は、被保険者を代表する委員の数

の二分の一以上当該数以内の数とする。 

3 法第十一条第二項に定める協議会（以下この条において「市町村協議会」という。）は、被保険者を代



11 
 

表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織する。 

4 市町村協議会は、被保険者を代表する委員の数以内の数の被用者保険等保険者を代表する委員を加え

て組織することができる。 

5 都道府県協議会及び市町村協議会（次条及び第五条第一項において「協議会」という。）の委員の定数

は、条例で定める。 

（委員の任期） 

第四条 協議会の委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第五条 協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。 

2 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を代行する。 

 

高齢者の医療の確保に関する法律 

（定義） 

第七条 

3 この法律において「被用者保険等保険者」とは、保険者（健康保険法第百二十三条第一項の規定によ

る保険者としての全国健康保険協会、都道府県及び市町村並びに国民健康保険組合を除く。）又は健康

保険法第三条第一項第八号の規定による承認を受けて同法の被保険者とならない者を組合員とする国

民健康保険組合であつて厚生労働大臣が定めるものをいう。 

 

釧路市国民健康保険条例抜粋 

   第 2章 市の国民健康保険事業の運営に関する協議会 

（市の国民健康保険事業の運営に関する協議会の委員の定数） 

第 2条 市の国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議会」という。）の委員の定数は、次に

定めるところによる。 

(1) 被保険者を代表する委員 ３人 

(2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ３人 

(3) 公益を代表する委員 ３人 

(4) 被用者保険等保険者を代表する委員 ２人 

（規則への委任） 

第 3条 前条に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

釧路市国民健康保険条例施行規則抜粋 

 （協議会の招集） 

第 2 条 条例第２条に規定する市の国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議会」という。）

は、必要に応じて市長が招集する。 

（会議） 

第 3条 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

（会長及び副会長） 
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第 4 条 協議会に会長及び副会長各１人を置き、公益を代表する委員のうちから全委員がこれを選挙す

る。 

2 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときはその職務を代理する。 

（会議録） 

第 5条 会長は、会議録を作成しなければならない。 

（委任） 

第 6 条 第２条から前条までに定めるもののほか、協議会の議事その他運営について必要な事項は、会

長が協議会に諮って定める。 
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○釧路市国民健康保険条例 

平成１８年３月２４日 

釧路市条例第１５号 

改正 平成１８年３月３１日条例第２９号 

平成１８年９月２６日条例第５２号 

平成１９年３月２２日条例第１６号 

平成２０年３月１９日条例第１３号 

平成２０年１２月１２日条例第５４号 

平成２１年３月２４日条例第８号 

平成２１年１０月２日条例第３９号 

平成２２年３月２３日条例第１３号 

平成２２年５月１１日条例第２４号 

平成２２年５月３１日条例第２５号 

平成２３年３月１８日条例第１１号 

平成２３年５月１０日条例第２６号 

平成２５年５月８日条例第３３号 

平成２５年９月２４日条例第４４号 

平成２６年４月２２日条例第２４号 

平成２７年５月１３日条例第３０号 

平成２８年３月１８日条例第１９号 

平成２９年３月１７日条例第１１号 

平成２９年５月８日条例第１６号 

平成３０年３月１９日条例第１３号 

平成３１年３月２２日条例第１３号 

令和元年６月２８日条例第２号 

令和２年３月２４日条例第１３号 

目次 

第１章 市が行う国民健康保険の事務（第１条） 

第２章 市の国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 

第３章 保険給付（第４条・第５条） 
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第４章 保健事業（第６条） 

第５章 保険料（第７条―第３２条の２） 

第６章 雑則（第３３条―第３５条） 

第７章 罰則（第３６条―第３８条） 

附則 

第１章 市が行う国民健康保険の事務 

（趣旨） 

第１条 市が行う国民健康保険の事務については、法令に定めがあるもののほか、この条

例の定めるところによる。 

第２章 市の国民健康保険事業の運営に関する協議会 

（市の国民健康保険事業の運営に関する協議会の委員の定数） 

第２条 市の国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議会」という。）の委員

の定数は、次に定めるところによる。 

（１） 被保険者を代表する委員 ３人 

（２） 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ３人 

（３） 公益を代表する委員 ３人 

（４） 被用者保険等保険者を代表する委員 ２人 

（規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、規則で定める。 

第３章 保険給付 

（出産育児一時金） 

第４条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育

児一時金として４０万４，０００円を支給する。ただし、規則で定める場合には、これ

に１万６，０００円を加算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険法

（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国家公務員共

済組合法（昭和３３年法律第１２８号。他の法律において準用し、又は例による場合を

含む。）又は地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の規定により、こ

れに相当する給付を受ける場合には、行わない。 

（葬祭費） 
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第５条 被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費として３万円

を支給する。 

第４章 保健事業 

（保健事業） 

第６条 市は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第７

２条の５に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、健康づくり運動その他の被

保険者の健康の保持増進のために必要な事業を行う。 

２ 市は、前項の特定健康診査等又は事業を行う場合において、その実施に必要な費用の

全部又は一部を当該特定健康診査等を受ける者又は当該事業に参加する者に負担させる

ことができる。 

第５章 保険料 

（納付義務者） 

第７条 保険料は、国民健康保険の被保険者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」とい

う。）から徴収する。 

（保険料に関する申告） 

第８条 保険料の納付義務者は、４月１５日まで（保険料の賦課期日後に納付義務が発生

した者は、当該納付義務が発生した日から１５日以内）に、当該納付義務者及びその世

帯に属する被保険者の所得その他市長が必要と認める事項を記載した申告書を市長に提

出しなければならない。ただし、当該納付義務者及びその世帯に属する被保険者の前年

中の所得につき地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１７条の２第１項の申告書

が市長に提出されている場合又は当該納付義務者及びその世帯に属する被保険者が同項

ただし書に規定する者（同項ただし書の条例で定める者を除く。）である場合において

は、この限りでない。 

（保険料の賦課額） 

第９条 保険料の賦課額は、世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した基礎賦課額（国

民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２９条の７第１項第１号に規定す

る基礎賦課額をいう。以下同じ。）及び後期高齢者支援金等賦課額（同項第２号に規定

する後期高齢者支援金等賦課額をいう。以下同じ。）並びに介護納付金賦課被保険者（同

項第３号に規定する介護納付金賦課被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した介護

納付金賦課額（同号に規定する介護納付金賦課額をいう。以下同じ。）の合算額とする。 
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（一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１０条 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係

る基礎賦課額（第２６条の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」という。）は、第

１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定

した額とする。 

（１） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の額から当該給付

に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活

療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額

療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用（一般被保険者に係るものに限

る。）の額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法第７５条の７第１項の国民健康保険事業費納付金

をいう。以下同じ。）の納付に要する費用（北海道が行う国民健康保険の一般被保

険者に係るものに限り、北海道の国民健康保険に関する特別会計において負担する

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者医療確

保法」という。）の規定による後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」

という。）及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下

「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）の額 

ウ 法第８１条の２第４項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額 

エ 法第８１条の２第９項第２号に規定する財政安定化基金事業借入金の償還に要す

る費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用

を除く。）の額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付

に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活

療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額

療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに北海道が行う国民健

康保険の一般被保険者に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（北海
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道の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び介護

納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）及び退職被保険者等に係る国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額を除く。） 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第７４条の規定による補助金の額 

イ 法第７５条の規定により交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用（北海道の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢

者支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイに

おいて同じ。）に係るものを除く。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金

（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金（以下「国民健康保険

保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用（法

第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以下同じ。）に係る

ものを除く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用

を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読み替えられた法第７

２条の３第１項の規定による繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金（退職被

保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）を除く。）の額 

（一般被保険者に係る基礎賦課額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する一

般被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世

帯につき算定した世帯別平等割額（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属

する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割

額）の合算額とする。 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１２条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規定する土
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地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第

３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条

の２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法

第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地

方税法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３条の

４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、

第３５条第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により

同法第３２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、

地方税法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法

附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附

則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第

３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等

に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第

１６条第２項において準用する場合を含む。第２６条第１項第１号において同じ。）に

規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第

３項において準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する特例適用配当等の

額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和４４年法律第４６号。第２６条において「租税条約等実施特例法」という。）第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用

配当等の額をいう。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第３１４条の２

第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に、

次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

２ 前項の場合における地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額若しくは山

林所得金額又は他の所得と区分して計算される所得の金額を算定する場合においては、

同法第３１３条第９項中雑損失に係る部分の規定を適用しないものとする。 
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（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） 

第１３条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

（１） 所得割 一般被保険者に係る基礎賦課総額の１００分の４８に相当する額を基

礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第２項第４号ただし書

に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）

第３２条の９に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得

た数 

（２） 被保険者均等割 一般被保険者に係る基礎賦課総額の１００分の３５に相当す

る額を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における一般被保険者の数

等を勘案して算定した数で除して得た額 

（３） 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウま

でに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 一般被保険者に係る基礎賦課総額の１００分

の１７に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における

一般被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定した数から特定同一世帯所属者

（法第６条第８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下「特

定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。）の数に２分の１を乗じて得

た数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」と

いう。）の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は

１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければなら

ない。 
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（退職被保険者等に係る基礎賦課額） 

第１４条 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する

退職被保険者等につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当

該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額（退職被保険者等と一般被保険者とが同

一世帯に属する場合には、所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額）とする。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１５条 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総所得金額等に、第１

３条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定） 

第１６条 第１４条の被保険者均等割額は、第１３条の規定により算定した額と同額とす

る。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定） 

第１６条の２ 第１４条の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１３条第１項第３号アに定めると

ころにより算定した額 

（２） 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない

場合に限る。） 第１３条第１項第３号イに定めるところにより算定した額 

（３） 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。） 第１３条第１項第３号ウに

定めるところにより算定した額 

（基礎賦課限度額） 

第１７条 第１１条又は第１４条の基礎賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第１１条の基礎賦課額と第１４条の基礎賦課額との合算額をい

う。第２５条及び第２６条第１項において同じ。）は、６３万円を超えることができな

い。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） 

第１７条の２ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額（第
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２６条の規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」と

いう。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を

基準として算定した額とする。 

（１） 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（北海道の国

民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等の納付に要する費

用に係る部分であって、北海道が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限る。

次号において同じ。） 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第７５条の規定により交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国

民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要す

る費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読み替えられた

法第７２条の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第１７条の３ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する一

般被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世

帯につき算定した世帯別平等割額（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属

する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割

額）の合計額とする。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１７条の４ 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得

に係る基礎控除後の総所得金額等に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第１７条の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおり

とする。 

（１） 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の１００分の４８に相当する額を一般被

保険者に係る基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第３項

第４号ただし書に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則第３２条の９に
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規定する方法の例により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

（２） 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の１００分の３５に相当する額

を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における一般被保険者の数等を

勘案して算定した数で除して得た額 

（３） 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウま

でに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課

総額の１００分の１７に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の

各年度における一般被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定した数から特定世

帯の数に２分の１を乗じて得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の

合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は

１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければなら

ない。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第１７条の６ 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額は、

当該世帯に属する退職被保険者等につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算

額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額（退職被保険者等と一般被保険

者とが同一の世帯に属する場合には、所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額）

とする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１７条の７ 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総所得金額等に、

第１７条の５の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額の算定） 

第１７条の８ 第１７条の６の被保険者均等割額は、第１７条の５の規定により算定した

額と同額とする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割額の算定） 



11/29 

第１７条の９ 第１７条の６の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１７条の５第１項第３号アに定め

るところにより算定した額 

（２） 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない

場合に限る。） 第１７条の５第１項第３号イに定めるところにより算定した額 

（３） 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。） 第１７条の５第１項第３号

ウに定めるところにより算定した額 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１７条の１０ 第１７条の３又は第１７条の６の後期高齢者支援金等賦課額（一般被保

険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第１７条の３の後期高齢者支援

金等賦課額と第１７条の６の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第２５条及

び第２６条第１項において同じ。）は、１９万円を超えることができない。 

（介護納付金賦課総額） 

第１８条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第２６条の規定により介護納付金賦

課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することとなる額を含む。）の総

額（以下「介護納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額を見込額から第２号

に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

（１） 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（北海道の国

民健康保険に関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充て

る部分に限る。次号において同じ。） 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第７５条の規定により交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国

民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要す

る費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読み替えられた
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法第７２条の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

（介護納付金賦課額） 

第１９条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額は、当該世帯に属する介護納付金賦課

被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額の合計額とする。 

（介護納付金賦課額の所得割額の算定） 

第２０条 前条の所得割額は、介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（介護納付金賦課額の保険料率） 

第２１条 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率は、次のとおりと

する。 

（１） 所得割 介護納付金賦課総額の１００分の４８に相当する額を介護納付金賦課

被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第４

項第４号ただし書に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則第３２条の１

０に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

（２） 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の１００分の３５に相当する額を当該年

度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数等

を勘案して算定した数で除して得た額 

（３） 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の１００分の１７に相当する額を当該年度

の前年度及びその直前の２か年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の属する

世帯の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は

１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければなら

ない。 

（介護納付金賦課限度額） 

第２２条 第１９条の賦課額は、１７万円を超えることができない。 

（賦課期日） 

第２３条 保険料の賦課期日は、４月１日とする。 

（普通徴収に係る保険料の納期） 
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第２４条 普通徴収の方法によって徴収する保険料の納期は、次のとおりとする。 

第１期 ６月２０日から同月３０日まで 

第２期 ７月１６日から同月３１日まで 

第３期 ８月１６日から同月３１日まで 

第４期 ９月１６日から同月３０日まで 

第５期 １０月１６日から同月３１日まで 

第６期 １１月１６日から同月３０日まで 

第７期 １２月１６日から同月２５日まで 

第８期 １月１６日から同月３１日まで 

第９期 ２月１６日から同月２８日（閏年にあっては、２９日）まで 

第１０期 ３月１６日から同月３１日まで 

２ 次条の規定によって課する保険料の納期は、納入通知書に定めるところによる。 

３ 市長において納期の変更を必要とする場合は、前２項の規定にかかわらず別に納期を

定めることができる。 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅、被保険者数の異動等があった場合） 

第２５条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生し、又は１世帯に属する被保険者数が増

加若しくは減少し、又は１世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若

しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった、若しくは国民健康保険法施行令第２９条

の７の２第２項に規定する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）

となった場合における当該納付義務者に係る第１１条、第１４条、第１７条の３若しく

は第１７条の６の額（被保険者数が増加若しくは減少した場合（特定同一世帯所属者に

該当することにより被保険者数が減少した場合を除く。）又は特例対象被保険者等とな

った場合における当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除く。）又は第１９条の額又

は次条第１項各号に定める額若しくは同条第３項若しくは第４項の規定により読み替え

て準用する同条第１項各号に定める額の算定は、それぞれその納付義務が発生し、又は

被保険者数が増加若しくは減少した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれ

かに該当したことにより被保険者数が減少した場合においては、その減少した日が月の

初日であるときに限り、その前日とする。）又は１世帯に属する被保険者が介護納付金

賦課被保険者となった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった日又は特例対象被

保険者等となった日の属する月から、月割をもって行う。 
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２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義務者に係る第１１

条、第１４条、第１７条の３若しくは第１７条の６の額又は第１９条の額又は次条第１

項各号に定める額若しくは同条第３項若しくは第４項の規定により読み替えて準用する

同条第１項各号に定める額の算定は、その納付義務が消滅した日（法第６条第１号から

第８号までの規定のいずれかに該当したことにより納付義務が消滅した場合においては、

その消滅した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）の属する月の前月ま

で、月割をもって行う。 

（保険料の減額） 

第２６条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、第１１条又は第１４条の基礎賦課額から、それぞれ当該各号に定める額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が６３万円を超える場合には、６３万円とする。）とす

る。 

（１） 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生し

た場合にはその発生した日とする。以下この項において同じ。）現在においてその世

帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地方税法第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は事業専従者控除額については、

同法第３１３条第３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第５７条第１項、第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、

山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第３３

条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２

の６第１１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法

附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４

条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第３５条第５項に規定する短期譲

渡所得の金額、同法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等

の金額（同法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の

金額（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５

項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主義
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による所得税等の非課税等に関する法律第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、

同条第４項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第３条の２の２第

１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配当等の

額をいう。以下この項において同じ。）の算定についても同様とする。以下この項に

おいて同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の

合算額が地方税法第３１４条の２第２項に掲げる金額を超えない世帯に係る保険料の

納付義務者については、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち、当該年度

分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額と

イに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７を乗じて得た

額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を乗じて得た額 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項に掲げる金額に２８万５，

０００円に当該年度の保険料賦課期日現在において当該世帯に属する被保険者の数と

特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者（前号に該当する者を除く。）については、アに掲げる額に当

該世帯に属する被保険者のうち、当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定

の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５を乗じて得た

額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を乗じて得た額 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項に掲げる金額に５２万

円に当該年度の保険料賦課期日現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同

一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者（前２号に該当する者を除く。）については、アに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち、当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対

象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２を乗じて得た
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額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を乗じて得た額 

２ 第１３条第２項及び第３項の規定は、前項各号のア及びイに規定する額（前項に規定

する第１号の１人当たり軽減額、第２号の１人当たり軽減額及び第３号の１人当たり軽

減額）の決定について準用する。この場合において、第１３条第２項及び第３項の規定

中「保険料率」とあるのは「額」（「第１号の１人当たり軽減額、第２号の１人当たり

軽減額及び第３号の１人当たり軽減額」）と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第１１

条又は第１４条」とあるのは「第１７条の３又は第１７条の６」と、「６３万円」とあ

るのは「１９万円」と、第２項中「第１３条」とあるのは「第１７条の５」と読み替え

るものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１１条又は

第１４条」とあるのは「第１９条」と、「６３万円」とあるのは「１７万円」と、第２

項中「第１３条」とあるのは「第２１条」と読み替えるものとする。 

（特例対象被保険者等の特例） 

第２６条の２ 世帯主又は当該世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等である場合における第１２条第１項及び前条第１項の規定の適用につい

ては、第１２条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（特

例対象被保険者等の総所得金額に所得税法第２８条第１項に規定する給与所得が含まれ

ている場合においては、当該給与所得については、同条第２項の規定によって計算した

金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次項において同じ。）」と、

「所得の金額（同法」とあるのは「所得の金額（地方税法」と、前条第１項第１号中「総

所得金額（」とあるのは「総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額に所得税法第

２８条第１項に規定する給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得につい

ては、同条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当する金額による

ものとする。」と、「ついては、同法」とあるのは「ついては、地方税法」とする。 

（保険料の額の通知） 

第２７条 保険料の額が定まったとき、又はその額に変更があったときは、市長は、速や
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かにこれを世帯主に通知しなければならない。 

（督促） 

第２８条 納付義務者が納期限までに保険料を完納しないときは、納期限後２０日以内に、

督促状を発しなければならない。ただし、第３１条の規定による保険料の納付を猶予す

る場合は、この限りでない。 

（延滞金） 

第２９条 保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合においては、当

該納付金額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額が２，００

０円以上（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）であるときは、

当該金額につき年１４．６パーセント（納期限の翌日から１か月を経過する日までの期

間については年７．３パーセント）の割合をもって計算した金額に相当する延滞金を加

算して納付しなければならない。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たり

の割合とする。 

（端数計算等） 

第３０条 保険料の所得割額を計算する場合において、その計算の基準額に１００円未満

の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てる。 

２ 保険料の賦課額に１００円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる。 

３ 延滞金に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

４ 納期ごとの納付額に１００円未満の端数があるときは、端数総額を１００円ごとに分

割し、これらの額を最初の納付額から第２期目以降の納付額に順次合算するものとする。

賦課額に変更のあった場合もまた同様とする。 

（徴収猶予） 

第３１条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当することにより、そ

の納付すべき保険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認める場合にお

いては、その申請によって、その納付することができないと認められる金額を限度とし

て、１年以内の期限を限って徴収を猶予することができる。 

（１） 納付義務者がその資産について震災、風水害、火災又はこれに類する災害を受
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けたとき。 

（２） 納付義務者がその事業又は業務を廃止し、又は休止したとき。 

（３） 納付義務者がその事業又は業務について損害を受けたとき。 

（４） 第３号に掲げる理由に類する理由があると認めたとき。 

２ 前項の申請をしようとする者は、申請書に徴収猶予を必要とする理由を証明する書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

（保険料の減免） 

第３２条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当する場合で必要があ

ると認められるときは、保険料を減免することができる。 

（１） 震災、風水害、火災等の災害により著しい被害を受けたとき。 

（２） 収入が著しく低額で生活困窮の状態にあるとき。 

（３） 納付義務者又はその世帯に属する者の疾病その他の理由により著しく生活が困

難な状態にあるとき。 

（４） その他特別の理由があると市長が認めたとき。 

２ 前項各号に規定するもののほか、市長は、次のいずれにも該当する者（資格取得日の

属する月以後２年を経過する月までの間に限る。）の属する世帯の納付義務者で必要が

あると認められるものに対し、保険料を減免することができる。 

（１） 被保険者の資格を取得した日において、６５歳以上である者 

（２） 被保険者の資格を取得した日の前日において、次のいずれかに該当する者（当

該資格を取得した日において、高齢者医療確保法の規定による被保険者となった者に

限る。）の被扶養者であったもの 

ア 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第３条第２項の規定による日雇

特例被保険者を除く。 

イ 船員保険法の規定による被保険者 

ウ 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員 

エ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定による私立学校教職

員共済制度の加入者 

オ 健康保険法第１２６条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、その手

帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にある者。ただ

し、同法第３条第２項ただし書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特



19/29 

例被保険者とならない期間内にある者及び同法第１２６条第３項の規定により当該

日雇特例被保険者手帳を返納した者を除く。 

３ 前２項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、規則の定めるところにより

市長に申請しなければならない。 

（特例対象被保険者等に係る届出） 

第３２条の２ 特例対象被保険者等の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載した

届書を市長に提出しなければならない。 

（１） 氏名及び住所 

（２） 特例対象被保険者等の氏名 

（３） 離職年月日 

（４） 離職理由 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定による届出に当たり、特例対象被保険者等の雇用保険法施行規則（昭和５

０年労働省令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定する雇用保険受給資格者証の提

示を求められた場合においては、これを提示しなければならない。 

第６章 雑則 

（過誤納に係る徴収金の取扱い） 

第３３条 市長は、過誤納に係る徴収金があるときは、還付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により還付すべき場合において、その還付を受けるべき者につき、

さらに徴収金があるときは、同項の規定にかかわらず、過誤納金をその徴収金に充当す

るものとする。この場合、納付義務者に対し充当の通知をする。 

（準用規定） 

第３４条 この条例に規定するもののほか、保険料の賦課徴収については釧路市税条例（平

成１７年釧路市条例第７５号）の規定を準用する。 

（委任） 

第３５条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

第７章 罰則 

第３６条 世帯主が法第９条第１項若しくは第９項の規定による届出をせず、若しくは虚

偽の届出をしたとき、又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を

求められてこれに応じないときは、１０万円以下の過料に処する。 
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第３７条 世帯主又は世帯主であった者が正当の理由なしに法第１１３条の規定により文

書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同条の規定による

当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、１０万円以下の

過料に処する。 

第３８条 前２条の過料の額は、情状により市長が定める。 

２ 前２条の過料を徴収する場合において発する納額告知書に指定すべき納期限は、その

発付の日から１０日以上を経過した日とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例（以下これらを「旧条例」という。）は、廃止する。 

（１） 釧路市国民健康保険条例（昭和５３年釧路市条例第１２号） 

（２） 阿寒町国民健康保険条例（昭和３４年阿寒町条例第８号） 

（３） 阿寒町国民健康保険税条例（昭和５２年阿寒町条例第２４号） 

（４） 国民健康保険条例（昭和３６年音別町条例第４号） 

（５） 音別町国民健康保険税条例（平成１１年音別町条例第１１号） 

（６） 国民健康保険における給付の特例を定める条例（平成１７年釧路市条例第１３

７号） 

（適用） 

３ この条例の規定は、平成１８年度分の保険料から適用する。 

（経過措置） 

４ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、旧条例の規定により

課し、又は課すべきであった保険料及び保険税については、なお旧条例の例による。 

５ 施行日の前日までに、旧条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それ

ぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

（精神・結核医療付加給付金の特例） 

６ 施行日から平成２０年３月３１日までの間に限り、被保険者（老人保健法の規定によ

る医療を受けることができる者を除く。第９項において同じ。）が次に掲げる医療を受

けたときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、精神・結核医療付加給付金を
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支給する。 

（１） 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５８条に規定する指定自立

支援医療（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第５条に規定する精神障害者に対し、当該精神障害者が病院又は診療所へ入院するこ

となく行われる精神障害の医療に限る。） 

（２） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第

１１４号）第３７条に規定する医療（結核患者に係るものに限る。）又は第３７条の

２に規定する医療 

７ 前項第１号に掲げる医療を受けたときの精神・結核医療付加給付金の額は、同号に掲

げる医療に要する費用の額から次に掲げる額を控除した額の２分の１とする。 

（１） 法の規定により受けることができる給付により負担される額 

（２） 障害者自立支援法の規定により負担される額 

（３） 前２号に掲げるもののほか、他の法令の規定により受けることのできる給付に

より負担される額 

８ 第６項第２号に掲げる医療を受けたときの精神・結核医療付加給付金の額は、同号に

掲げる医療に要する費用の額から次に掲げる額を控除した額とする。 

（１） 法の規定により受けることができる給付により負担される額 

（２） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の規定により負担さ

れる額 

（３） 前２号に掲げるもののほか、他の法令の規定により受けることのできる給付に

より負担される額 

９ 市は、被保険者が第６項各号に規定する医療を受けたときは、当該被保険者の属する

世帯の世帯主が医療機関に支払うべき費用のうち精神・結核医療付加給付金に相当する

額を、当該世帯主に代わり、医療機関に支払うことができる。 

１０ 前項の規定による支払があったときは、精神・結核医療付加給付金の支給があった

ものとみなす。 

（平成１８年度から平成２１年度までの保険料率の特例） 

１１ 平成１８年度分から平成２１年度分までに限り、合併（平成１７年１０月１１日の

３市町の合併をいう。以下同じ。）前の阿寒町又は音別町の区域に住所を有する一般被

保険者に係る基礎賦課額の保険料率のうち所得割に係る保険料率については、第１３条
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第１項第１号の規定により決定される保険料率にかかわらず、合併前の阿寒町又は音別

町の区域ごとに市長が別に定める保険料率とする。 

１２ 平成１８年度分から平成２１年度分までに限り、合併前の阿寒町又は音別町の区域

に住所を有する退職被保険者等に係る基礎賦課額の保険料率のうち所得割額の算定に係

る保険料率については、第１５条の規定にかかわらず、前項において合併前の阿寒町又

は音別町の区域ごとに市長が別に定める保険料率とする。 

１３ 平成１８年度分から平成２１年度分までに限り、合併前の阿寒町又は音別町の区域

に住所を有する介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率のうち所得

割に係る保険料率については、第２１条第１項第１号の規定により決定される保険料率

にかかわらず、合併前の阿寒町又は音別町の区域ごとに市長が別に定める保険料率とす

る。 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） 

１４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、

前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得（以下「公的年金等

所得」という。）について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上で

ある者に係るものに限る。）の控除を受けた場合における第２６条の規定の適用につい

ては、同条第１項第１号中「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（」とあるの

は「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から

１５万円を控除した金額によるものとし、」と、「同法第３１３条第３項」とあるのは

「地方税法第３１３条第３項」とする。 

（延滞金の割合の特例） 

１５ 当分の間、第２９条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示さ

れた割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年７．３パー

セントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中

においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算し
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た割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）と

する。 

（平成２２年度以降の保険料の減免の特例） 

１６ 当分の間、平成２２年度以降の第３２条第２項による保険料の減免については、同

項中「該当する者（資格取得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限る。）」

とあるのは、「該当する者」とする。 

（病床転換支援金等に係る一般被保険者に係る基礎賦課総額等の特例） 

１７ 高齢者医療確保法附則第２条に規定する政令で定める日までの間、第１０条第１号

イ中「法第７５条の７第１項」とあるのは「法附則第２２条の規定により読み替えられ

た法第７５条の７第１項」と、「後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」と

いう。）」とあるのは「後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）、

高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）」

と、同号カ中「後期高齢者支援金等」とあるのは「後期高齢者支援金等、病床転換支援

金等」と、同条第２号イ中「法第７５条」とあるのは「法附則第２２条の規定により読

み替えられた法第７５条」と、「後期高齢者支援金等」とあるのは「後期高齢者支援金

等、病床転換支援金等」と、同号ウ中「法第７０条第１項」とあるのは「法附則第２２

条の規定により読み替えられた法第７０条第１項」と、第１７条の２第１号中「後期高

齢者支援金等」とあるのは「後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等」と、同条第２

号ア及び第１８条第２号ア中「法第７５条」とあるのは「法附則第２２条の規定により

読み替えられた法第７５条」とする。 

附 則（平成１８年３月３１日条例第２９号） 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は平成１８年４月１日から、第２条の規定は平成１９年４月

１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成１８年度以後の

年度分の保険料について適用し、平成１７年度分までの保険料については、なお従前の

例による。 

附 則（平成１８年９月２６日条例第５２号） 

１ この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 
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２ 改正後の第４条第１項の規定は、平成１８年１０月１日以後の被保険者の出産に係る

給付から適用し、同日前までの被保険者の出産に係る給付については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成１９年３月２２日条例第１６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第６項第２号及び第８項第２号の

改正規定は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の附則第６項第２号及び第８項第２号の規定は、平成１９年４月１日以後の医

療に係る精神・結核医療付加給付金の支給について適用し、同日前までの医療に係る精

神・結核医療付加給付金の支給については、なお従前の例による。 

３ 改正後の附則第１９項の規定は、平成１８年度以後の年度分の保険料について適用し、

平成１７年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

（釧路市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正） 

４ 釧路市国民健康保険条例の一部を改正する条例（平成１８年釧路市条例第２９号）の

一部を次のように改正する。 

（「次のよう」省略） 

附 則（平成２０年３月１９日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２０年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、平成１９年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年１２月１２日条例第５４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条第１項の規定は、平成２１年１月１日以後の被保険者の出産に係る給

付から適用し、同日前までの被保険者の出産に係る給付については、なお従前の例によ

る。 
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附 則（平成２１年３月２４日条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２１年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、平成２０年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２１年１０月２日条例第３９号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第２７項の規定は、平成２１年１０月

１日から適用する。 

附 則（平成２２年３月２３日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２２年４月１日

から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２２年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２１年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２２年５月１１日条例第２４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２２年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２１年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２２年５月３１日条例第２５号） 

この条例は、平成２２年６月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月１８日条例第１１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、第４条第２項の改正規定は、

公布の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 改正後の第４条第１項の規定は、平成２３年４月１日以後の被保険者の出産に係る給

付から適用し、同日前までの被保険者の出産に係る給付については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成２３年５月１０日条例第２６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２３年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２２年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２５年５月８日条例第３３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２５年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２４年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２５年９月２４日条例第４４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の釧路市税条例附則第４条の規定、第２条の規定による改

正後の釧路市債権管理条例附則第４項及び第５項の規定、第３条の規定による改正後の

釧路市後期高齢者医療に関する条例附則第３条の規定、第４条の規定による改正後の釧

路市国民健康保険条例附則第１６項の規定並びに第５条の規定による改正後の釧路市介

護保険条例附則第５条の規定は、延滞金のうちこの条例の施行の日以後の期間に対応す

るものについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年４月２２日条例第２４号） 

（施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２６年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２５年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２７年５月１３日条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２７年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２６年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２８年３月１８日条例第１９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２８年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２７年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２９年３月１７日条例第１１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２９年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２８年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２９年５月８日条例第１６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、平成２９年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成２８年度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成３０年３月１９日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例（以下「新条例」という。）の規定

は、平成３０年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度分までの保険料

については、なお従前の例による。 

３ 新条例第４条第１項の規定は、平成３０年４月１日以後の被保険者の出産に係る給付

から適用し、同日前までの被保険者の出産に係る給付については、なお従前の例による。 

（釧路市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 釧路市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年釧

路市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

（「次のよう」省略） 

附 則（平成３１年３月２２日条例第１３号） 

改正 令和元年６月２８日条例第２号 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、令和元年度以後の年度分

の保険料について適用し、平成３０年度分までの保険料については、なお従前の例によ

る。 

附 則（令和元年６月２８日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月２４日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後の釧路市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和元年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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○釧路市国民健康保険条例施行規則 

平成１８年３月２９日 

釧路市規則第４１号 

改正 平成２０年３月３１日規則第１７号 

平成２１年７月２７日規則第４６号 

平成３０年３月３０日規則第１８号 

平成３０年８月１日規則第３３号 

令和元年７月３１日規則第５号 

（趣旨） 

第１条 釧路市国民健康保険条例（平成１８年釧路市条例第１５号。以下「条例」という。）

の施行については、この規則の定めるところによる。 

（協議会の招集） 

第２条 条例第２条に規定する市の国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議

会」という。）は、必要に応じて市長が招集する。 

（会議） 

第３条 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長各１人を置き、公益を代表する委員のうちから全委員が

これを選挙する。 

２ 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときはその職務を代理

する。 

（会議録） 

第５条 会長は、会議録を作成しなければならない。 

（委任） 

第６条 第２条から前条までに定めるもののほか、協議会の議事その他運営について必要

な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

（療養費等の支給申請） 

第７条 被保険者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」という。）は、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第５４条若しくは法第５４条の３
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第３項若しくは第４項の規定による療養費の支給又は法第５４条の３第１項の規定によ

る特別療養費の支給を受けようとするときは、申請書にその療養に要した費用に関する

証拠書類及び審査決定上必要とする書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

２ 世帯主は、法第４３条第３項又は法第５６条第２項の規定による差額（以下「療養給

付差額」という。）の支給を受けようとするときは、申請書に一部負担金の支払又は実

費徴収が行われたことを示す証拠書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ療養費、特別療

養費又は療養給付差額の支給について決定し、通知するものとする。 

（一部負担金の減免又は徴収猶予の申請） 

第８条 世帯主は、法第４４条第１項の規定により一部負担金の減免又は徴収猶予を受け

ようとするときは、申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ一部負担金の減免

又は徴収猶予について決定し、証明書を発行するものとする。 

（出産育児一時金の加算及び支給申請） 

第９条 条例第４条第１項ただし書の規則で定める場合は、被保険者の出産が、健康保険

法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３６条ただし書に規定する出産であると市長

が認める場合とする。 

２ 世帯主は、条例第４条に規定する出産育児一時金の支給を受けようとするときは、申

請書に審査決定上必要とする書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ出産育児一時金の

支給について決定し、通知するものとする。 

（葬祭費の支給申請） 

第１０条 被保険者の死亡により条例第５条に規定する葬祭費の支給を受けようとする者

は、申請書に審査決定上必要とする書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ葬祭費の支給につ

いて決定し、通知するものとする。 

（高額療養費の支給申請） 

第１１条 世帯主は、法第５７条の２の規定による高額療養費の支給を受けようとすると

きは、申請書にその療養に要した費用に関する証拠書類及び審査決定上必要とする書類

を添付し、市長に提出しなければならない。ただし、高額療養費に係る療養が被保険者
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証兼高齢受給者証（国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号。以下「省

令」という。）様式第１号の２の２による被保険者証をいう。）の交付を受けている者

に係るものであるときは、これらの書類の添付を省略することができる。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、審査のうえ高額療養費の支給について

決定し、通知するものとする。 

（高額介護合算療養費の支給申請） 

第１１条の２ 世帯主は、法第５７条の３の規定による高額介護合算療養費の支給を受け

ようとするときは、申請書に審査決定上必要とする書類を添付し、市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、審査のうえ高額介護合算療養費の支給

について決定し、通知するものとする。 

（移送費の支給申請） 

第１２条 世帯主は、法第５４条の４の規定による移送費の支給を受けようとするときは、

申請書にその移送に要した費用に関する証拠書類及び審査決定上必要とする書類を添付

し、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ移送費の支給につ

いて決定し、通知するものとする。 

（入院時食事療養費に係る標準負担額の減額認定の申請） 

第１３条 世帯主は、法第５２条第２項に規定する入院時食事療養費に係る標準負担額（以

下「標準負担額」という。）につき、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第８５条

第２項に規定する厚生労働省令で定める者として減額の認定を受けようとするときは、

申請書に審査決定上必要とする書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ標準負担額の減額

認定について決定し、認定書を交付するものとする。 

（入院時食事療養費の差額の支給申請） 

第１４条 世帯主は、省令第２６条の５（省令第２７条の１４の５第６項において準用す

る場合を含む。）に規定する標準負担額減額に関する特例による入院時食事療養費の差

額の支給を受けようとするときは、申請書にその食事療養に要した費用に関する証拠書

類及び審査決定上必要とする書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ入院時食事療養費
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の差額の支給について決定し、通知するものとする。 

（賦課台帳の備付け） 

第１５条 市長は、国民健康保険料（以下「保険料」という。）を課するため賦課台帳を

備えるものとする。 

２ 市長は、前項の賦課台帳を磁気テープ（これに準ずる方法により一定の事項を確実に

記録しておくことができる物を含む。）をもって調製することができる。 

（徴収猶予の申請等） 

第１６条 市長は、条例第３１条の規定により保険料の徴収猶予の申請があったときは、

速やかに審査のうえ保険料の徴収猶予について決定し、通知するものとする。 

２ 市長は、保険料の徴収猶予を受けた者がその後において徴収猶予をした理由が消滅し

たときは、その徴収猶予を取り消すことができる。 

３ 前項の規定により徴収猶予の取消しをしたときは、その旨を当該申請者に通知するも

のとする。 

（減免の申請等） 

第１７条 市長は、条例第３２条の規定により保険料の減免申請があったときは、速やか

に審査のうえ保険料の減免について決定し、通知するものとする。 

（申請書等の様式） 

第１８条 条例及びこの規則における各種申請書等の様式については、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

（規則の廃止） 

２ 次に掲げる規則（以下これらを「旧規則」という。）は、廃止する。 

（１） 釧路市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年釧路市規則第１４号） 

（２） 阿寒町国民健康保険条例施行規則（昭和４４年阿寒町規則第６号） 

（３） 音別町国民健康保険条例施行規則（昭和３６年音別町規則第５号） 

（４） 音別町国民健康保険運営協議会規則（昭和３４年音別町規則第７号） 

（５） 国民健康保険における給付の特例を定める条例第３条の規定による精神・結核

医療付加給付金の支給申請に関する規則（平成１７年釧路市規則第１５７号） 

（経過措置） 
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３ この規則の施行の日の前日までに、旧規則の規定によりなされた処分、手続その他の

行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

（精神・結核医療付加給付金の支給申請） 

４ 世帯主は、条例附則第６項に規定する精神・結核医療付加給付金の支給を受けようと

するときは、条例附則第９項の場合を除き、申請書に審査決定上必要とする書類を添付

し、市長に提出しなければならない。 

５ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに審査のうえ精神・結核医療付

加給付金の支給について決定し、通知するものとする。 

附 則（平成２０年３月３１日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年７月２７日規則第４６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日規則第１８号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年８月１日規則第３３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年７月３１日規則第５号） 

この規則は、令和元年８月１日から施行する。 

 


